
マンスリー・レポート

　基準価額の推移 　基準価額、純資産総額

　期間別騰落率

データは、当初設定日から作成基準日までを表示しています。

基準価額は、信託報酬控除後です。

　分配の推移（1万口当たり、税引前）

運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。

　組入投資信託証券の状況

対純資産総額比です。

　次世代通信関連 世界株式戦略ファンド　　≪愛称：THE 5G≫

2019年11月29日

※

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞
●当資料は三井住友トラスト・アセットマネジメントが作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。
●ご購入のお申込みの際は最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
●投資信託は値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクを伴います。）に投資しますので基準価額は変動しま
す。したがって、投資元本や利回りが保証されるものではありません。ファンドの運用による損益は全て投資者の皆様に帰属しま
す。
●投資信託は預貯金や保険契約とは異なり預金保険機構および保険契約者保護機構等の保護の対象ではありません。また、証
券会社以外でご購入いただいた場合は、投資者保護基金の保護の対象ではありません。
●当資料は信頼できると判断した各種情報等に基づき作成していますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。
また、今後予告なく変更される場合があります。
●当資料中の図表、数値、その他データについては、過去のデータに基づき作成したものであり、将来の成果を示唆あるいは保
証するものではありません。また、将来の市場環境の変動等により運用方針等が変更される場合があります。

※

：

作成基準日

基準価額（分配金再投資）は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算して
います。 ファンドの騰落率は、分配金（税引前）を再投資したもの

として計算しています。

：

　　追加型投信／内外／株式 当初設定日

※

2017年12月15日

※
※

※
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純資産総額（億円）：右目盛 基準価額（分配金再投資）（円）：左目盛 

基準価額（円）：左目盛 

基準価額 11,544 円 + 463 円

純資産総額 4,365.02 億円 + 183.57 億円

当月末 前月末比

設定来分配金合計額 0 円

決算期

分配金 0 円 - 円 - 円

2021年1月2020年1月2019年1月

騰落率

1ヵ月 4.18%

3ヵ月 10.76%

6ヵ月 13.95%

1年 19.65%

3年 -

設定来 15.44%

投資信託証券 比率

 Next Generation Connectivity Fund JPY Unhedged Class 98.39%

 マネープールマザーファンド 0.00%

 その他 1.61%

合計 100.00%
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マンスリー・レポート

　次世代通信関連 世界株式戦略ファンド　　≪愛称：THE 5G≫

　Next Generation Connectivity Fund JPY Unhedged Classの資産の状況

　資産内容 　規模別組入状況

対純資産総額比です。

対純資産総額比です。

　組入上位10ヵ国・地域 　組入上位10通貨

対純資産総額比です。 対純資産総額比です。

　組入上位5業種 　産業分野別組入状況

対純資産総額比です。

対純資産総額比です。

産業分野は、ニューバーガー・バーマン・インベストメント・アドバイ
ザーズ・エル・エル・シーの基準による分類です。

※

2017年12月15日　　追加型投信／内外／株式

※

※

「Next Generation Connectivity Fund JPY Unhedged Class」の資産内容等は、三井住友トラスト・アセットマネジメントがニューバーガー・バーマン・
インベストメント・アドバイザーズ・エル・エル・シーからの情報提供に基づき作成しておりますが、掲載データに関する情報の正確性、信頼性、完全
性を保証するものではありません。

※

＊

：当初設定日

規模は、ニューバーガー・バーマン・インベストメント・アドバイザーズ・
エル・エル・シーの基準による分類です。

※

※

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

※

：作成基準日

※

モノのインターネットと呼ばれ、世の中に存在する様々な物体（モノ）が
通信機能を持ち、インターネット接続を通じて情報のやり取りが可能に
なることをいいます。

2019年11月29日

※

株式 95.06%

短期金融資産等 4.94%

合 計 100.00%

業種 比率

1 情報技術 72.54%

2 コミュニケーション・サービス 19.84%

3 一般消費財・サービス 2.68%

4 - -

5 - -

比率

大型株式 時価総額200億⽶ドル以上 57.37%

中型株式 時価総額50億⽶ドル以上200億⽶ドル未満 32.23%

小型株式 時価総額50億⽶ドル未満 5.46%

規模

国・地域 比率

1 米国 66.65%

2 日本 8.29%

3 中国 5.93%

4 台湾 4.02%

5 韓国 2.65%

6 スウェーデン 2.05%

7 スペイン 2.02%

8 イスラエル 1.96%

9 香港 0.82%

10 フィンランド 0.67%

通貨 比率

1 米国ドル 73.10%

2 日本円 8.29%

3 香港ドル 4.98%

4 台湾ドル 4.02%

5 韓国ウォン 2.65%

6 ユーロ 2.02%

7 - -

8 - -

9 - -

10 - -

比率

通信インフラ関連
情報がつながることを可能に
するための基礎的設備・技術

43.00%

通信サービス関連
モノとモノ、人とモノの情報を
つなげるためのサービス

26.52%

IoT＊機器・装置関連
情報の送受信をできるように
した機器・装置やその技術

25.54%

産業分野
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マンスリー・レポート

　次世代通信関連 世界株式戦略ファンド　　≪愛称：THE 5G≫

　Next Generation Connectivity Fund JPY Unhedged Classの資産の状況

　組入上位10銘柄

対純資産総額比です。

：

当初設定日

作成基準日

※

　　追加型投信／内外／株式 2017年12月15日

※ 「Next Generation Connectivity Fund JPY Unhedged Class」の資産内容等は、三井住友トラスト・アセットマネジメントがニューバーガー・バーマン・
インベストメント・アドバイザーズ・エル・エル・シーからの情報提供に基づき作成しておりますが、掲載データに関する情報の正確性、信頼性、完全
性を保証するものではありません。

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

2019年11月29日

：

銘柄 国・地域 業種 産業分野 比率 会社概要

1 サービスナウ 米国 情報技術
通信サービス
関連

3.79%
クラウドを通じて業務支援ソフトウェアを提供するプラット
フォームに強みを有する。業務支援ソフトウェアの分野
におけるグローバルリーダー。

2 太陽誘電 日本 情報技術
IoT機器・装置
関連

3.79%
電子部品メーカー。スマートフォン向けに搭載されるハイ
エンドなMLCC（積層セラミックコンデンサ）において強み
を有する。

3 ルメンタム・ホールディングス 米国 情報技術
IoT機器・装置
関連

3.34%
通信や3Dセンシング向けの高性能なレーザーモジュー
ルなどに強みを有する。通信向けではグローバルシェア
でトップ。

4 村田製作所 日本 情報技術
IoT機器・装置
関連

3.19%
電子部品企業。MLCC（積層セラミックコンデンサ）や無
線通信用の電子部品に強みを有する。

5 キーサイト・テクノロジーズ 米国 情報技術
通信インフラ
関連

3.08%
世界中の通信関連企業を顧客に持つ電子計測機器
メーカー。ネットワークの通信状況を計測するテスト機器
に強み。

6 コルボ 米国 情報技術
通信インフラ
関連

3.06%
通信用半導体やパワーアンプ、フィルタなど、基地局を
はじめとした通信機器向けの半導体に強みを有する半
導体メーカー。

7 アナログ・デバイセズ 米国 情報技術
IoT機器・装置
関連

3.01%
アナログおよびデジタル信号処理用集積回路（IC)の設
計、製造、販売会社。通信、コンピューター、軍事、航空
宇宙、自動車等に使用される。

8 ＴモバイルＵＳ 米国
コミュニケー
ション・サー
ビス

通信サービス
関連

3.00%
ワイヤレス通信プロバイダー。米国全国規模の携帯電
話事業者4社のうちの1社。

9 ゼブラ・テクノロジーズ 米国 情報技術
IoT機器・装置
関連

3.00%
バーコードやICタグの読取機器や印刷機器といった自
動認識・データ取得ソリューションに強みを持つ企業。

10 アルティスＵＳＡ 米国
コミュニケー
ション・サー
ビス

通信インフラ
関連

2.97%
ケーブルテレビやインターネット、無線通信サービスなど
を手掛ける。米国の都市部において高速光ファイバー通
信網を有している。

組入銘柄数 ：　46
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マンスリー・レポート

　次世代通信関連 世界株式戦略ファンド　　≪愛称：THE 5G≫

　Next Generation Connectivity Fund JPY Unhedged Classの資産の状況

　ファンドマネージャーのコメント

：

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

作成基準日 2019年11月29日

2017年12月15日　　追加型投信／内外／株式 当初設定日 ：

※ 「Next Generation Connectivity Fund JPY Unhedged Class」の資産内容等は、三井住友トラスト・アセットマネジメントがニューバーガー・バーマン・
インベストメント・アドバイザーズ・エル・エル・シーからの情報提供に基づき作成しておりますが、掲載データに関する情報の正確性、信頼性、完全
性を保証するものではありません。

 

 
【市場動向】 
米国株式市場は、上昇しました。月前半は、雇用統計などの経済指標の改善を受けて景気減速懸念が後退したことや、米中通商協議の
部分合意への期待が高まったことから堅調となりました。月後半は、米議会における「香港人権・民主主義法案」可決を受けて米中対立懸
念が再燃する場面があったものの、主要な争点のひとつとなっている知的財産権侵害に対する罰則強化を中国政府が発表したことを受
けて米中通商協議進展への期待が強まり、米国株式市場は上昇基調を維持しました。日本株式市場は、上昇しました。月前半は、トラン
プ米大統領が対中関税の一部撤回を検討しているとの報道を受け米中通商協議の進展が期待されたこと、米経済指標が堅調となったこ
となどを受け、上昇しました。月後半は、米中通商協議の進展が期待された一方で、米国で「香港人権・民主主義法案」が可決されるなど
香港情勢の先行き不透明感から一進一退で推移しました。 
  
【運用実績】 
「5G（第5世代移動通信システム）」の普及によって業績面で恩恵を受ける銘柄に注目した運用を行いました。世界では北米やアジアを中
心に2020年前後を目途に5Gサービスの開始が予定されています。各国でインフラ整備が進展し、5G対応スマートフォンの開発も進むな
ど、5G商用化に向けた準備が本格化しています。2019年11月には日本において、2020年度の税制改正案に5G投資の支援税制が盛り込
まれることが決まりました。企業が5G基地局の投資計画を前倒しにした場合、投資額の一部が法人税から控除されるという新たな枠組み
であり、日本における5G基地局向けの設備投資を促進するものと考えられています。 
各国で5G商用化が着実に進められる中、信頼性の高い5G通信ネットワークの構築に向けたインフラ整備の重要性が高まっていると言え
ます。 
こうした中、初期投資の恩恵を受けやすいとの見方から、産業分野別では通信インフラ関連を最も高い構成比率としています。また、地域
別では、北米とアジアの構成比率が高くなっています。これらの地域では、5Gサービスの開始時期が相対的に早いことに加え、ポートフォ
リオのコアとなるハイテク関連企業が多いためです。 
  
【今後の見通しと運用方針】 
米中貿易摩擦の影響などから製造業の減速が景気の重石となる状況が世界的に続いていましたが、徐々に底打ちに向かう兆しが見え始
めています。低金利環境が継続するという見方も投資家心理を支えており、株式市場は底堅く推移すると考えています。 
「5G」を巡る動きとしては、多くの国で商用化の準備が着々と進行しており、中国では11月から5G通信サービスが開始されました。2020年
以降はより広範な都市や地域で5G通信サービスの利用が可能となる見込みで、5G対応スマートフォンも続々と発売される見通しです。5G
向け通信インフラの整備や5G対応スマートフォンの投入が進むことで、これまでは実現が難しかったサービスやビジネスが本格化してくる
とみられます。こうした5G経済圏の拡大は、当ファンドで保有する銘柄の業績に追い風となると考えます。 
  
IoT（モノのインターネット）の実現に必須となる「5G」の普及による恩恵が享受できると期待される銘柄に注目します。IoTは、「第4次産業革
命」と呼ばれる産業構造の変化をもたらし、社会に大きな影響を与えるといわれています。IoTによる情報通信社会の実現に向けて、より
高性能な通信ネットワークが求められており、5G関連銘柄の業績拡大余地は大きいと考えます。当ファンドで保有する銘柄の業績見通し
などからは、「5G」に関わるインフラ投資やサービスの拡充を成長機会と捉える企業のスタンスを読み取ることができ、今後業績への本格
的な寄与が期待されます。実際、一部の保有銘柄では5G関連事業による業績押し上げ効果が現れています。「5G」の成長機会がもたら
す業績成長性に注目しつつも、貿易摩擦問題などの要因が企業のファンダメンタルズにどのような影響を与えるかを見極め、バリュエー
ションにも注意を払った銘柄選択を行う方針です。 
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マンスリー・レポート

　次世代通信関連 世界株式戦略ファンド　　≪愛称：THE 5G≫

世界の次世代通信関連企業※の株式に投資を行います。

《基準価額の変動要因》

信託財産に生じた利益及び損失は、全て投資者の皆様に帰属します。

投資信託は預貯金と異なります。

【株価変動リスク】

【為替変動リスク】

【信用リスク】

【テーマ型運用に係るリスク】

【カントリーリスク】

【流動性リスク】

【金利変動リスク】

基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

《その他の留意点》

ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。●

ファンドは、特定のテーマに関連する企業の株式を選別して組み入れますので、市場全体の値動きと比較して、基準価額の変動が大
きくなる可能性があります。

●

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

為替相場は、各国の経済状況、政治情勢等の様々な要因により変動します。投資先の通貨に対して円高となった場合には、基準価額
の下落要因となります。

時価総額が小さい、取引量が少ない等流動性が低い市場、あるいは取引規制等の理由から流動性が低下している市場で有価証券等
を売買する場合、市場の実勢と大きく乖離した水準で取引されることがあり、その結果、基準価額の下落要因となる可能性がありま
す。

　ファンドの特色

2017年12月15日

作成基準日 2019年11月29日

1.

：

有価証券の発行体が財政難、経営不振、その他の理由により、利払い、償還金、借入金等をあらかじめ決められた条件で支払うこと
ができなくなった場合、又はそれが予想される場合には、有価証券の価格は下落し、基準価額の下落要因となる可能性があります。

2.

●

当初設定日

主要投資対象ファンドにおける投資銘柄は、次世代通信関連企業の中から、ファンダメンタルズ分析を通じて、成長性や株価の割
安度を検証したうえで選定します。

●

債券の価格は、一般的に金利低下（上昇）した場合は値上がり（値下がり）します。また、発行者の財務状況の変化等及びそれらに関
する外部評価の変化や国内外の経済情勢等により変動します。債券価格が下落した場合は、基準価額の下落要因となります。

ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。
従って、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割
り込むことがあります。

：

　　追加型投信／内外／株式

　投資リスク

株価は、発行者の業績、経営・財務状況の変化及びそれらに関する外部評価の変化や国内外の経済情勢等により変動します。株価
が下落した場合は、基準価額の下落要因となります。

分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準
価額は下がります。
分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益及び評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合がありま
す。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間
におけるファンドの収益率を示すものではありません。
投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部又は全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。
ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

●

※

※ ファンドにおいて「次世代通信関連企業」とは、通信技術の発展によって業績面で恩恵を受けることが期待される企業をいいます。

投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化、外国為替規制、資本規制、税制の変更等の事態が生じた場合、又はそれが予想
される場合には、方針に沿った運用が困難になり、基準価額の下落要因となる可能性があります。また、新興国への投資は先進国に
比べ、上記のリスクが高まる可能性があります。
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販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。
（基準価額は1万口当たりで表示しています。）

販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。（信託財産留保額の控除はありません。）

原則として、換金申込受付日から起算して6営業日目からお支払いします。

原則として、販売会社の営業日の午後3時までとします。

申込日当日が次のいずれかの場合は、購入・換金のお申込みを受け付けないものとします。
　ニューヨーク証券取引所の休業日

　香港証券取引所の休業日

　ニューヨークの銀行休業日

　ロンドンの銀行休業日

原則として、2017年12月15日（設定日）から2028年1月7日までとします。

・受益権の口数が30億口を下回ることとなった場合

・ファンドを償還することが受益者のために有利であると認める場合

・やむを得ない事情が発生した場合

毎年1月7日（休業日の場合は翌営業日）です。

《投資者が直接的に負担する費用》
■ 購入時手数料

■ 信託財産留保額

ありません。

《投資者が信託財産で間接的に負担する費用》
■ 運用管理費用（信託報酬）

純資産総額に対して年率1.188％（税抜1.08％）

■ 投資対象とする投資信託証券
純資産総額に対して年率0.66％程度

■ 実質的な負担

純資産総額に対して年率1.848％程度（税抜1.74％程度）

この値は目安であり、投資対象ファンドの実際の組入れ状況により変動します。
■ その他の費用・手数料

上記の手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、上限額等を事前に示すことができません。

詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の「お申込みメモ」、「ファンドの費用・税金」をご覧ください。

課 税 関 係 ・・・ 課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度及び未成年者少額投資非課税制度の適用対象です。
なお、配当控除あるいは益金不算入制度の適用はありません。

　ファンドの費用

繰 上 償 還 ・・・ 委託会社は、主要投資対象ファンドが償還されることとなった場合、このファンドを解約し、信託を終了（繰上
償還）させます。
次のいずれかの場合には、委託会社は、事前に受益者の意向を確認し、受託会社と合意のうえ、信託契約
を解約し、信託を終了（繰上償還）させることができます。

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、投資対象国における非常事態による市場
閉鎖、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金のお申込みの受付を中止すること、及びすでに受
け付けた購入・換金のお申込みの受付を取り消すことがあります。

信 託 期 間 ・・・

購入・換金申込受付
の 中 止 及 び 取 消 し

・・・ 年1回、毎決算時に委託会社が基準価額水準、市況動向などを勘案して分配金額を決定します。

換 金 制 限 ・・・

・・・

決 算 日 ・・・

・・・

・・・

購 入 ・ 換 金
申 込 受 付 不 可 日

・・・

収 益 分 配

・・・

申 込 締 切 時 間

　お申込みメモ

購 入 単 位 ・・・

購 入 価 額 ・・・

ファンドの規模及び商品性格などに基づき、運用上の支障をきたさないようにするため、大口の換金には受
付時間及び金額の制限を行う場合があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換 金 単 位 ・・・

換 金 価 額

換 金 代 金

： 2017年12月15日

作成基準日 2019年11月29日

当初設定日　　追加型投信／内外／株式
：

購入申込受付日の翌営業日の基準価額に3.3％（税抜3.0％）を上限として販売会社が定める率を乗じて得た額とします。詳しくは
販売会社にお問い合わせください。

監査費用、有価証券の売買･保管、信託事務に係る諸費用等をその都度（監査費用は日々）、ファンドが負担します。これらの費用
は、運用状況等により変動するなどの理由により、事前に料率、上限額等を示すことができません。

※

※

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。
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■ 委託会社 三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社（ファンドの運用の指図を行う者）

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第347号

一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

https://www.smtam.jp/

0120-668001　受付時間 9：00～17：00 [土日・祝日等は除く]

■ 受託会社 三井住友信託銀行株式会社 （ファンドの財産の保管及び管理を行う者）

　販売会社

株式会社広島銀行 ※ 登録金融機関

登録金融機関 東海財務局長（登金）第10号 ○

○

○

中国財務局長（登金）第5号 ○ ○

株式会社百五銀行 ○

株式会社東邦銀行 登録金融機関

株式会社常陽銀行 登録金融機関

株式会社長崎銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第11号 ○

株式会社南都銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第15号

株式会社富山第一銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第7号

株式会社名古屋銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第19号

株式会社千葉銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第39号

株式会社筑邦銀行 登録金融機関

○

○

東北財務局長（登金）第7号

株式会社中京銀行

○ ○

○

○

株式会社北陸銀行

株式会社第三銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第16号 ○

福岡財務支局長（登金）第5号

登録金融機関 東海財務局長（登金）第17号

株式会社ジャパンネット銀行

株式会社仙台銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第16号 ○

○

関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

株式会社静岡銀行 登録金融機関

関東財務局長（登金）第45号 ○

東海財務局長（登金）第5号 ○ ○

登録金融機関

株式会社香川銀行

株式会社山陰合同銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第1号 ○

株式会社紀陽銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第8号 ○

株式会社大垣共立銀行

登録金融機関 四国財務局長（登金）第7号 ○

おかやま信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第19号 ○

株式会社愛媛銀行

登録金融機関 東海財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社大分銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第1号 ○

株式会社イオン銀行 ※

登録金融機関 四国財務局長（登金）第6号 ○

株式会社伊予銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第2号 ○ ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社足利銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第43号 ○ ○

朝日信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第143号 ○

日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資顧問

業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

株式会社愛知銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第12号 ○

：

ホームページ ：

フリーダイヤル ：

商号等 登録番号

加入協会

　　追加型投信／内外／株式 当初設定日 ： 2017年12月15日

作成基準日 ： 2019年11月29日

○登録金融機関 北陸財務局長（登金）第3号 ○

株式会社大東銀行 * 登録金融機関 東北財務局長（登金）第17号 ○

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

　委託会社・その他の関係法人の概要

加 入 協 会
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　販売会社

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○

藍澤證券株式会社

株式会社武蔵野銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第38号 ○

関東財務局長（金商）第6号 ○ ○

三井住友信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第649号 ○ ○

近畿財務局長（金商）第370号 ○

金融商品取引業者

岩井コスモ証券株式会社

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○

池田泉州TT証券株式会社 金融商品取引業者

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第35号 ○

金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○

エイチ・エス証券株式会社

○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第191号 ○

FFG証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第5号 ○

岡地証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第5号 ○ ○

おきぎん証券株式会社

岡三にいがた証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第169号 ○

金融商品取引業者

近畿財務局長（金商）第392号 ○

沖縄総合事務局長（金商）第1号 ○

極東証券株式会社

木村証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第6号 ○

京銀証券株式会社 金融商品取引業者

中国財務局長（金商）第43号

○

ぐんぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2938号 ○

東北財務局長（金商）第37号 ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第65号 ○

金融商品取引業者ごうぎん証券株式会社

四国アライアンス証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第21号 ○

○

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

株式会社三重銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第11号

第四北越証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第128号 ○

商号等

株式会社みちのく銀行 登録金融機関

○

株式会社しん証券さかもと 金融商品取引業者

2019年11月29日

　　追加型投信／内外／株式 ： 2017年12月15日

作成基準日 ：

○

○

一般社団法人
日本投資顧問

業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

当初設定日

○

登録番号

加入協会

日本証券業
協会

東北財務局長（登金）第11号 ○

南都まほろば証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第25号 ○

○

西日本シティTT証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第75号 ○

とちぎんTT証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第32号 ○

○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号

東洋証券株式会社 金融商品取引業者

中銀証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第6号

関東財務局長（金商）第121号

○ ○

とうほう証券株式会社 金融商品取引業者

北陸財務局長（金商）第5号

東北財務局長（金商）第36号 ○

○

金融商品取引業者

○

○

十六ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第188号 ○

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

七十七証券株式会社
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　販売会社

※　ネット専用のお取り扱いとなります。

*　2019年12月2日より販売会社として取扱いを開始。

・ お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、販売会社へお申し出ください。

・ 販売会社は今後変更となる場合があります。

： 2017年12月15日

作成基準日 ：

野村證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第142号 ○ ○

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

　　追加型投信／内外／株式

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

関東財務局長（金商）第1977号 ○浜銀TT証券株式会社

関東財務局長（金商）第21号

商号等 登録番号

加入協会

日本証券業
協会

八十二証券株式会社 金融商品取引業者

金融商品取引業者

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第152号

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号

リテラ・クレア証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第199号 ○

○三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号

○ ○

○

○

○

関東財務局長（金商）第165号 ○ ○

むさし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第105号

○

○

○

○ ○

ほくほくＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長（金商）第24号

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者

○

○

○

○ ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号

めぶき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1771号

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

○ ○

一般社団法人
日本投資顧問

業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

2019年11月29日

○ ○

当初設定日
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